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論文
コウホート出生力とCignoモデル
大 谷 憲 司1)
期間有配偶出生率変動は．コウホートの完結出生力変化によって表されるカ
ンタム要因とコウホートの出生タイミング変化によって示されるテンボ要因の
両方の影響を受ける2)。本稿では， コウホートごとのカンタム要因にかかわる
事象として完結出生力，出生意欲を扱い，カンタム要因とテンポ要因の両方に
かかわる事象として結婚当初の出生子供数の要因分析を行い，さらに，テンボ
要因にかかわる事象として出生過程全体のテンポの比較を行う。
出生行動に関する経済学的説明をめざす新家政学派の経済人口学の枠組みの
中で結婚時における出生過程意思決定を論じたのが Cigno(1991)のモデルであ
る。後述のように， Cignoモデルは出生過程を決定論的にモデル化しており不
確実性の存在~済状態を含めた環境の不確実性と妊娠そのものの不確実性）を考慮し
ていない3)。 とはいえ，少なくとも結婚時の意思決定に関するモデルとして
は， Cignoモデルはいくつかの重要な説明変数をモデル内に取り込んでおり．
しかも，不確実性についての行為者の判断を考慮する必要がないため，それだ
け検証しやすいモデルとなっている。ただし，本稿における分析においても，
この種の研究によく見られるように，データの制約から多くの独立変数がその
1)本研究は平成4年度学部共同研究費の助成を受けた。
2)大谷 (1991a)参照。
3) Cigno (1991)は，不確実性を考慮した確率的出生過程モデルである Newman(1988),
Hotz and Miller (1986, 1988)などについて，それらが複雑なモデルの単純化を余
儀なくされ非現実的な結果となっていると評した。
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ものの測定値ではなく，それに替りうると恣意的に判断された代理変数によっ
て検証されていることを初めに断っておかなければならない。
1. Cignoモデルに関する考察
Cigno (1991)は，親になろうとするものは結婚にあたって次のような効用関
数を最大化するように行動計画を立てて実行するものと仮定した。
U=U(C, B) (1) 
ここで， Cは消費指椋， Bは出生率指標であり，また， Uは効用関数として
の性質を満たしているものとする。個人についての出生率とは 0か1であるは
ずだが， Cigno(1991 : 140)も注釈しているように，ここでの出生率は属性別集
団の平均値と考えられる。すなわち，ここで想定されている行動は多数の者の
平均的行動である。
これらの出生率指標と消費指標はさらに次のように表される。
D 
B="i. 氾U1)B1
t-M 
D 
C= I; U1(C1) 
t-M 
???~ 
． ． ?
ここで，凡は t期（たとえば年）における出生率， 1はt期に生まれた子供に対
する投資額（出産と乳児保育のための最低支出額 e。を除いたその子供に対する支出総
額の t期における現在価値であり遺産までをも含む）である。 また， Gはt期にお
ける親本人の消費支出額を示すものである。 Dは親の死亡時であり（簡単化の
ために両方の親とも同一であると仮定されている）， M は結婚時である。 Utという関
数はt期における消費価値であり， 結婚時における割り引かれた現在価値を示
している。関数 Vtはt期に生まれた子供の人生の質が親に対してもたらす価値
の結婚時における割り引かれた現在価値を表す4)。Cignaは， t期における一
人の妻の労働力市場に対する労働供給量の最大可能量が
L1=m-B1 (4) 
4)関数 Uゎ町ともに増加関数であり，厳密に凹である。
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で表されるとする。ここで，労働供給量の単位は生まれたばかりの子供に対す
る世話として必要不可欠な最小時間であり，すべての子供についてそれは等し
いと仮定されている。したがって， Bバまt期における出生率であると同時に t
期に生まれた乳児に対して費やされる時間をも表していることになる。また，
Cigno自体は明示的に述べてはいないが， 乳児以外の子供については， 母親
が他人にとって代わることのできない保育時間がゼロであることを彼は明らか
に仮定している。 mは各時点における上記単位で計られた母親の労働量の限界
である。
母親の t期における賃金率は，次のように表される。
w1=wk1 (5) 
ここで， K戸知＋釘f:/;—~lMムであり，これはt期期首における母親の人的資本
ストックである。なお， 0 は人的資本の税引き後収穫率を示す。もし， t期に
おける子供の出生によって費やされる時間 B1が労働市場において利用された
とすれば， その後の人生において得られるであろう追加的な収入の現在価値
は，市場利子率を r-1とした場合，紗B,~~=1-l-i LTrt-Tとなる。ここで，¢
は追加的労働経験による人的資本増加率である。夫婦は，結婚当初に子供数と
その出生タイミングを決定するにあたり，この将来的な逸失利益をも考慮する
とCignoは仮定している。
したがって，
D 
P1=e。―</J+I1+w1+紗 ~LTrt-T (6) 
T=l+l 
とすると， Cigno自身は明記していないが，出生行動決定にあたり夫婦の直面
する予算式は次のようになる。
D D 
~[Cけ (P1-w1)B』rM-t=A十 ~L,w,rM-t
t=M l=M 
(7) 
ここで， Aは結婚時における夫婦の資産と夫の生涯純所得の結婚時での現在価
値の合計である。また， ¢は 1人あたりの児童手当総額の出産時における現在
価値である。
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この条件のもとで先の効用関数 Uを最大化する (B1,C1, l1)を求めるために
ラグランジュの未定乗数法を用いると，
uりCC,)
U11+1(C1+1) =r 
vりU1)
v11+1U1+1) =r 
A+1 
V1+1Ut+1) 
Pt =r 
v,U1) 
が導かれる。
Cignoは，次のような仮定を行なった。
u1(C1)=C/gM-t o<r<l 
v1U1)=l1"'a—I o<a<l 
(8) 
(9) 
(10) 
(1) 
(12) 
ここで， tは女子の初潮期を基点としている。 g-1は個人消費の価値に関する
割引率であり， a-1は子供の人生の質が親にもたらす価値に関する割引率で
ある。 a-1は， t=40, すなわち，年齢が50歳前後にはゼロとなる程の大き
さ，少なくとも a>Llである必要があるとされる。したがって B1,I, もそ
のような年齢ではゼロが選ばれるようになる。これらの条件で効用を最大化す
る C1,I, は，次のようになる。
???、
?
ー
?
?ー）
? ???（（?
＿ ― ??
― ― ?? ?
?
? ?
また， t 期期首における累積出生率幼 [M=:Eこ~B』は，式(6), (10), U2)から
線形2階差分方程式として求められる。なお，次式は Cignoが導いた式とは
異なる。
すなわち，
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CEl= 
（か1)位(r-(~)吋
2 （ザ）戸-2仕）出サ
t-M 
El= r~cos(t-M)x, 
eo-r/>+IDkM 
p(l) ， 
CE2=BM-m-
（い）位（弓忙）(1-(f)吋
炉追）古+r ' 
1 旦E2=~r 2 sin(t-M)x, 
vr-1 
1 
E3=-
（百―1)(r-(炉） t-M 
2 
(f)-r=;--2 (f)← r aに）＝
とすると，
応 CE1・E1+CE2・E2+位・E3+m(t-M)+eo-~!w伍
1177 
ここで， “は r→に等しい COSを持つ角の大きさ（ラジアン）を意味してい
る。 BM,CMは，それぞれ結婚1年目における出生率5)と親の消費量を示し，
IMは結婚1年目に生まれた子供に対する投資額である。 Cignaモデルでは，
BMが IMと並列する外成変数として扱われているが，んが増大するという
期待は， BMを低下させる直接効果を持つと考えるのが自然である。また， fl,
0 の増大は，子育てにあてられる時間の機会費用を上昇させるが，代替効果が
所得効果を上回る限りそれは BMの低下を導くであろう。言い換えれば，式(6)
によって定義される M期における PMの増加は BMを減少させるであろう。
しかし，次に述べるように，んの上昇は PMの一部としての直接のマイナ
ス効果の他に間接的な効果として BMを増大させる可能性も持っていると思わ
5)ただし，結婚後妊娠した場合には，出生は結婚後9カ月以降になるのが普通であるか
ら， 9+12=21カ月までの出生数と考えるのが妥当であろう。本稿の BMはそのよう
に定義される。
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れる。完結出生力そのものに対する生物学的な要求水準であり出生意欲の下限
を表すものを&としよう。凶！は，後に述べる予定子供数を規定する一つの
要因ではあるが，予定子供数と異なりんなどの経済的な変数によって変化し
ないと考えられる。この&は， IMの BMに対する間接的な効果を媒介する
であろう。すなわち， 直接的にはんの増大は BMを減少させると考えられ
るが， 後述のように， IMの上昇は出生率低下のテンポを早める。その場合，
脳が低いとすると，完結出生力として要求下限の&を確保することが困難
になる恐れが出てくる。そうするとぎ2を確保するために BMを引き上げる必
要が生ずる。したがって， IMの増加がぎ2を通じて BMに対するプラスの間
接効果を持ちうる。
さらに， BMの値は経済的要因以外に，子供を早く持ちたいという，経済学
的な合理性を越えた本能的要求且gによっても影響されるであろう 6)。したが
表1 El, EZ, E3の値 (r=l.05, a=l. 2, a=O. 9の場合）
結婚持続期間 l El EZ E3 
0年 1. 000 . 000 -.147 
1年 1. 000 1. 000 -.038 
2年 . 950 2.000 -.010 
3年 .850 2.950 -.002 
4年 . 702 3.800 -.000 
5年 . 512 4.502 -.000 
6年 .287 5.015 -.000 
7年 . 036 5.302 -.000 
8年 -.228 5.339 . 000 
9年 -.495 5.110 . 000 
10年 -. 750 4.615 . 000 
11年 -.981 3.864 . 000 
12年 -1.174 2.882 . 000 
13年 -1. 319 1. 707 . 000 
14年 -1.404 . 388 .000 
6)この要求は，結婚後早く子供を持ちたいという出生タイミングに関する要求であり，
完結出生力そのものについての要求水準を示すものではない。
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って，脳(PM』極，凶）という関数をここでは想定しよう。
Cignoは， 幼ではなく B,に焦点をあてているが， Cignoによって導出
された B,式に問題があると考えられる上に， ここでは累積出生子供数を分
析するのであるから，姑に対する諸変数の影轡を検討する方が妥当である。
t-M=O, 1, . , 14について El,E2, E3の値を r=l.05, a=l. 2, a=O. 9に
関して計算してみると，表1のようになる。また，その時
（い）(r -(f)勺
(f)出 -2伍）占+r
0.147, 
(¾-1) (r-(f)l~a) (i-(f)l~a) 
(f)~-2(f) l~a + r 0.109 
となっている。 CElと CE2がプラスであれば，幼式の Elを含む項は結婚
持続期間の経過とともに減少し， E2を含む項は前半上昇し後半低下する。幼
は結婚の持続とともにその増加量が減退していくのが普通である。よって，
幼式に含まれる m(t-M)の時間経過に一定な増加量を次第に削減する要因
が必ずあるはずであるから， CEl,CE2の何れかはプラスであると思われる。
そして，結婚10年以降出生率が大きく低下する現実を考慮するとCEl,CE2と
もにプラスと考えるのが自然であろう。また， E3を含む項はマイナスから次
第に増加してゼロに近づいていく。
M に対する IM,f), ID, eo, if, 知の効果を考えてみよう。
A. 他の条件が等しければ， IMの増加は CElを増大させ Elの効果を強
め幼の増加量（すなわち B,)の低下に寄与する，つまり，出生のテンポ（出生率
低下のテンポ）を早めるであろう。また，同時に， IMの増加は CE2を低下さ
せ E2の効果を減殺し， E3の係数を通じて初期の沖の水準を押し下げる。
これらは完結出生力を低く押さえる効果があるであろう。 IMの縮小にはその
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逆の効果が期待される。
B. その他の条件が等しい場合に BMが増加すれば， それは E2の効果を
増大させ，前半での出生率低下をもたらす El効果を削減し，最終的な完結出
生力を上昇させるであろう。 BMの縮小にはその逆の効果が期待される。
C. fi, wの増加は CElの絶対値を低下させ， CEZを増大させ，さらにE3
の係数の絶対値を減少させることによって， 結婚前半における出生率低下を
にぶらせて全体的な累積出生子供数の増大に寄与する可能性がある。 これは
Cignoとは逆の結論である。ただし， e。―¢+wkM紗 が低下すること， また，女
子賃金増加率を表す¢あるいは女子人的資本の収穫率を表す Ct)が大きい場合に
は PMを増大させ，それが同時に BMの減少を生じさせること，の 2点によ
り完結出生力を低下させる可能性も十分にある。
D. Cignoは， eo-¢,知は出生率に対して寵接影響しないとしたが，そ
うではなく，それらの増加は CElの縮小を通じて出生率低下を減殺し，出生
のテンポを遅らせる直接的な働きがあると考えられる。また， をe。―</J+wkM(iw 
増加させることにより完結出生力を増大させる可能性もある。 この可能性も
Cignoの結論とは異なる。ただし，この場合も，出産・乳児保育費用 e。の増
加，児童手当¢の減少，結婚時における妻の人的資本蓄梢量 kMの増大などが
んの増加，そして BMの低下をもたらし，完結出生力低下に寄与する可能性
も大きい。
E. 前述の B瓜PM,邑!,凶互） においては， 資産および夫の所得 Aは一定
であると仮定しているが，もしそれも変動するとすれば， PMよりも相対支出
仔が重要となるだろう。したがって，夫の所得や資産を表すAは幼式には
直接現れてこないものの， Aの上昇が資産に対する相対価格E邑を減少させ，A 
BMの上昇を生じさせれば完結出生力の増加が帰結するだろう。また，同時に
十分な IMの増加が生起すれば， BMの効果を相殺する完結出生力低下および
出生テンポの増加が生ずる可能性がある。一方，低い所得・資産はAの縮小に
基づく相対価格の増大，その結果としての BMの減少による完結出生力低下，
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または， Aの縮小にともなってんが低下すれば， BM増大，出生テンポの遅
延，その結果として完結出生力増大効果を持つであろう。
Cigno and Ermisch (1989)は，マイクロデータ (1980年における16歳から59歳
の間のイギリス女子に関する調査）を用いて出生過程の属性別比較を行った。そこ
では，結婚時点における女子の労働経験，教育程度が kMの指標として用いら
れ，第 1子出生前の女子の職業ががの指標として用いられている。その研究で
は，結婚後10年目における累積出生子供数を完結出生力と考え，最初の 3年間
あるいは4年間における出生割合をもって出生テンポの指標としている。
その結果，より多くの人的資本を持った妻 (Mi婚時における高学歴，より多くの
労働経験）の場合， また， より高い収入の夫の場合，子供をより早くもつ傾向
があった。一方，賃金上昇がより急速な仕事につく女子の場合，出産を遅らせ
,) る傾向が認められたと報告されている。 Barmbyand Cigno (1990)では，結婚
から第1子出生までの出生ハザードについて比較を行い，高学歴の女子ほど出
生ハザードの増大すること，すなわち，第 1子出生クイミングの早まることを
見出している。
2. 日本のデータによるCignoモデルなどの検証
2. 1予想
前述のようなCignoモデルの再考察から導かれた予想（それは前記のように
必ずしも Cigno(1991)の予想とは一致しない場合もあるが）は， 日本のデータによ
って支持されるのであろうか? Cignoモデルからの予想とともに， 本稿で
検討されるその他の仮説についても次に述べてみよう。
妻の学歴
学歴によって妻の結婚時における人的資本の蓄積度 (k心を代表させる。し
たがって，前記Dの予想から，妻の学歴が高い場合には結婚後の出生のテンボ
が遅れ，他方，完結出生力をやや増加させる力が働く。同時に， PMの増加に
よって知低下が生じた場合には，それによって完結出生力の増大は減殺され
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その低下が生ずるかもしれない。したがって，他の変数を統制すれば，高学歴
であるからといって出生力が一方的に下がるということはないのではないかと
予想される。妻の学歴が就職後の仕事の質に影響すると考えると， Pにも（高
学歴＝高い尻〕という関係に基づく効果が存在すると想像される。その場合，
前記Cから同じことが予想される。
妻の就業状態
常勤者の方がパート労働者や家族従業者よりも恵まれた給与体系にあること
を前提として，第 1子出生までの妻の就業状態が税引き後収穫率 (ru)を反映す
るものと仮定しよう。したがって，前記Cの予想から， 0のより大きいと考え
られる常勤の場合にその他の場合よりも出生のタイミングが遅くなるが，完結
出生力はより高くなるであろうと予想される。前述のように， BMの低下など
を通じて常勤の完結出生力が低下する可能性もあるが，いずれにしろ，•他の変
数を統制すれば，フルタイムの被雇用者でも一般にいわれるほど完結出生力は
低くならないのではないかと予想される。
夫の学歴
結婚後の夫の収入 (Aの一部）と関連すると思われる指標として結婚時におけ
る夫の学歴を用いる。したがって，前記Eの予想から，夫の学歴が低い場合に
BMの低下により完結出生力が減少するか，あるいは同時にんの低下が生ず
る場合には，逆に BMの増大，出生のタイミングの遅延化とともに完結出生
カの増大が生ずるであろう。
結婚時の部屋数
結婚時における部屋数は資産Aを反映するひとつの指標である。ただし，流
動的な資産と異なり，部屋数の増加がIMの増大を生じさせる可能性は低く，
したがって，前記Eの予想から BMの増大による完結出生力増加が顕著であ
ろう。
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結婚直後の親との同別居
拡大家族は高出生力を達くという Lorimer-Davis仮説”がよく知られてい
る。 Morganand Rindfuss (1984)は，その仮説の根拠を要約して 3点あげて
いる。すなわち， (1)拡大家族は若い人に住居その他の援助を提供することによ
り若い年齢での結婚を促進する， (2)拡大家族は育児費用あるいは子供の世話を
提供することによって若夫婦を援助する， (3)拡大家族の若夫婦は家族内におけ
る彼らの地位を確固としたものにするため多くの子供を持つように動機付けら
れる，というのである。しかし，いろいろな実証研究が拡大家族の出生促進効
果を見出すことに失敗しており， Lorimer-Davis仮説に矛盾する拡大家族低
出生という結果さえしばしば報告された。この仮説に関する諸研究をレヴュー
した幾つかの展望論文8)は，仮説を支持する証拠はほとんどないと報告してい
る。 Driver(1963)とNag(1967)は，インドの事例に関して，拡大家族におけ
る住居スペースの狭小などから引き起こされる若夫婦のプライバシーの制約が
性交頻度を減少させると考えている。
Morgan and Rindfuss (1984)は，従来の研究における 2つの方法論的な問
題点を指摘した。第 1に，多くの研究が過去の出生力に影響する可能性のない
調査時点における家族形態を説明変数として用いていたこと，第2に，拡大家
族に関する統一した操作的定義がなかったことである。いくつかの研究では，
同じ世帯に属さないが近所に親族が住んでいる場合も拡大家族として扱ってい
た。本稿では，結婚直後に親と同居していた場合に拡大家族と考える 9)。上記
(1)の拡大家族が結婚年齢を通じて出生力を高める効果については，結婚年齢を
7) Lorimer (1954), Davis (1955), Davis and Blake (1956), Goode (1963)など参
照。
8)たとえば， Burchand Gendell (1971), Caldwell, Immerwahr and Ruzicka 
(1982), Morgan and Rindfuss (1984)など参照。
9)ただし，第7, 8次調査では「同居」していたか否かと質問しており，「同居」の解
釈自体は被質問者の判断に任されている。第9次調査では「同居」の他に「近居」の
選択肢があり，「同居」の範囲はより限定されている。
175 
1184 闊西大學『継清論集」第42巻第6号 (1993年3月）
統制することによって分離する必要がある。また， (3)の理由は一見したところ
では現代の日本では妥当しないように見える。 (2)の同居の親による子育てに対
する有形無形の援助は出生力に対してそれなりの効果を現代日本においても持
ちそうである。
実際，すでに阿藤 (1981),Ogawa and Hodge (1985), Otani (1987)などいく
つかの研究が結婚直後の同居の完結出生力増大効果を報告している。日本にお
ける拡大家族と高出生力との関係については， 同居の親が孫の早期の出生を
望むことがそのひとつの要因とも考えられている。 Ogawaand Hodge (1985) 
は，拡大家族における若夫婦が家族形成過程において他のだれよりも強い影響
を親から受けていると感じていたと述べている。
Cignoモデルの枠組みの中で「結婚直後の親との同居」の効果を位置付ける
とすれば，同居の親の存在が主として伍の減少として妻に知覚される限り，
前記Cより結婚前半における出生率低下が抑制され，さらに完結出生力増大が
導かれると想像できる。また，同居の親の早く孫の顔を見たいという圧力を感
じて BMが否応なく増加した場合（これも竺亙を増加させた結果と考えられる）に
も前記Bから完結出生力の上昇が帰結するであろう。
結婚形態
見合結婚割合の減少とともに，今日では見合そのものが，子供を欲しいもの
の恋愛によって配偶者を得ることができなかったものが最後にすがる手段とな
ってきている10)。このことは，見合結婚者において凸バ）ゞ恋愛結婚者より大き
く，したがって， BMが恋愛結婚者よりも大きくなる可能性の高いことを示唆
している。このことは，見合における完結出生力の増大も予想させる。
社会移動
ここでの社会移動とは次のように定義される。夫の結婚時の職業と妻の父親
の職業を， 1.農林漁業， 2.非農自営またはプルーカラー， 3.ホワイトカラー，
に分類し，（夫の結婚時の職業＞妻の父親の職業）の場合に社会移動A,(夫の
10)大谷 (1991b)参照。
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結婚時の職業<妻の父親の職業〕m の場合に社会移動Bとする〇社会移動Aで
は，いわゆる Easterlin仮説12)における相対的経済地位の上昇が妻にとって生
じる可能性が高く，社会移動Bでは妻にとって相対的経済地位の停滞または低
下の生ずる確率が高いと考えられる。 Easterlin仮説によれば，相対的経済地
位の上昇がある場合には出生意欲が増大し，完結出生力増加に帰結することが
予想される。したがって，ここでは社会移動Aにおいて社会移動Bよりも大き
い完結出生力が観察されるであろう。
妻のきょうだい数
妻のきょうだい数と出生力の関係については古くから研究が行われている
が13), それは生物学的な観点から妊学力の遺伝を主張するものであった。しか
し，心理学一般における遺伝環境論争に平行して，出生行動における世代間の
相関についても関心が向けられるようになり，最近の研究では世代間出生力の
弱い正相関の大きな要因は社会経済的地位や教育などの世代間の類似性にある
という考え方が強くなっている 14)。Andertonet al. (1987)は，従来の出生力
の世代間相関の研究をレヴューした上で， 妻の母親の相対的出生力（これは実
際に何人の子供を生んだかというのではなく，同じ世代における相対的な出生力の大きさ
のことであり，たとえば，妻の母親の世代の平均子供数から標準偏差で計ってどの程度乖
離しているかによって測定される。したがって，この検証には母親世代のサンプルもラン
ダムに抽出されたものであることが必要である。なぜなら，子供世代が調査対象である普
通の出産力調査では，きょうだい数の大きい妻の褐親が選択される確率がより大きいから
である）と妻の相対的な出生力（妻の世代における相対的な出生力の大きさ）の間に，
絶対的な出生力より強い正の相関のあることを報告した15)。Andertonらはア
11)調査自体があくまで妻の意志決定を問題にしているため妻の父親の職業が用いられ
る。
12) Easterlin (1980)参照。
13)研究のレヴューについては後述の Andertonet al. (1987)参照。
14) Duncan et al. (1965)参照。
15)したがって，本書のデークを含めて， ランダムサンプルの妻の retrospectiveな調査
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メリカの19世紀のデータを用いている。また，彼らは，その世代間出生力の正
相関においては結婚年齢の世代間相関の強さが大きく貢献しているとした。た
だし，年下きょうだいの多い場合の長女は，それらの世話をしなければならな
いためにそれに嫌気がさし，母親と同様に早く結婚するものの出生力は低いと
しヽう。
Hodge and Ogawa (1991)は，第16回毎日新聞全国家族計画世論調査データ
によって，日本におけるきょうだい数と出生力および出生意欲の関係を分析し
ている。彼らの行なったパス解析によれば妻のきょうだい数は現存子供数に
対して弱いが統計的有意な正の効果を持っていた。それに加えて， (1)夫のきょ
うだい数も同様の効果を示した， (2)夫妻ともにきょうだい数が大きいと結婚年
齢が高くなる傾向が見られ，結婚年齢を介したきょうだい数と既往子供数の関
係がきょうだい数と出生力の間の正の相関を若干弱めている， (3)きょうだい数
と最終予定子供数の間にはなんら関係が見られず，出生過程を終えていない妻
の既往出生子供数ときょうだい数の間の正の関係は，必ずしも完結出生力とき
ょうだい数の間の関係を意味せず，きょうだい数の効果は出生間隔などに影響
している可能性があることを報告した。 ただし， 出生間隔との関連について
は，第 1出生間隔（結婚から第1子出生まで），第2出生間隔（第1子出生から第2子
出生まで），第 3出生間隔（第2子出生から第3子出生まで）ときょうだい数の間に
何の関係も見出されなかったことを付記している。
彼らの研究ではきょうだい数は連続変数として重回帰式の中に投入されてお
り，きょうだい数の出生力に対する線形効果が仮定されている。したがって，
特定のきょうだい数の出生行動に対する影響はそこでは必ずしも明らかではな
い。 Hodgeand Ogawaで対象となった妻についてもそうであったが，妻の
に基づいて妻の出生子供数とその妻の母親の出生子供数の間の相関分析を行なって，
たとえば，正の相関が見出された場合，変数自体が絶対的な子供数を用いているこ
と，妻の母親がランダムサンプルでないために妻のきょうだい数分布は必ずしも妻の
母親世代の子供数分布を表しているとは限らないことのために， Andertonらのいう
相対的出生力の比較とはその意味が異なることに注意しなければならない。
178 
コウホー ト出生力とCignoモデJレ（大谷） 1187 
母親の世代は戦前の生まれであり，その出生数，つまり妻のきょうだい数はか
なり大きかったのに対し，調査対象者たる妻の世代は， 1950年代のいわゆる出
生力転換以降に出生過程に参入したためその出生数を大幅に低下させている。
そのため，いかに世代間の完結出生力に相関があったとしても，妻世代の出生
子供数の幅はかなり限られていると想像される。
たとえば，表2は，本稿で対象とする1972年までに結婚した第 7次，第 9次
出産力調査客体の妻の結婚後15年目における平均累積出生子供数とそのきょう
だい数分布を結婚コウホート別に示している。明らかに，出生コウホートによ
る世代間出生力格差のもっとも大きい時期が対象となっており，世代間の出生
カの関係を吟味するにはあまり適当な時期ではない。完結出生力の分布は1940
年頃の出生コウホート以降あまり大きく変化してはおらず，ふたりっこ家族を
中心に比較的安定した傾向を示していた。したがって，今後の出生力動向を探
る上においては，無子，ひとりっこの家族がどのくらい増えるかということに
一つの大きなポイントがある16)。そこで，本稿ではきょうだい数に関しては，
表2 結婚コウホート別きょうだい数分布と完結出生力分布
結婚年 標本数
きょうだい数と子供数分布（彩）
0人 1人 2人 3人 4人 5人以上
1961年以前 2,959 きょうだい数（本人含む）
2.8 5.5 10.8 15.5 65.4 
子供数
7.8 17.8 50.1 20.4 3.3 0.6 
1962-1966年 2,672 きょうだい数（本人含む）
3.5 7.1 15.2 19.8 54.4 
子供数
3.6 10.7 54.5 26.4 4.0 0.8 
1967-1972年 4,043 きょうだい数（本入含む）
3.1 12.0 22.6 22.0 40.3 
子供数
4.1 15.0 59.4 19.1 2.2 0.2 
16)子供4人以上を持つ家族が大幅に減少していることを考慮すれば，いま一つのボイン
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ひとりっこ， 2人きょうだい， 3人以上きょうだい，の 3区分について焦点を
あてて検討したい。
ところで，集団遺伝学的研究によれば個体の行動は包括適応度を増大するよ
うな方向に進化するといわれる17)。包括適応度は ． 
包括適応度＝自身の繁殖成功度十~(他者と自身の血縁度） X(他者の繁殖成功度）
と表される。ここで，血縁度とは自身のある遺伝子と同じものを特定の他者が
持つ確率である。血縁者に対する利他的行動もこの血縁度と包括適応度最大化
の観点から説明される。 Dawkins(1989)によれば，「個々の利己的遺伝子の目
的は一体何なのか。遺伝子フ゜ール内にさらにその数をふやそうとすること，と
いうのがその答え（日高他訳， p.148)」であり，「造伝子が他個体内の自分のコ
ピーを『認知する』なにかもっともらしい方法があるのだろうか。答えはイエ
スである。近しい身内一血縁者 (kin)が遺伝子をわけあう確率が平均より高い
ことを示すのはやさしい。これが，親の子に対する利他主義がこれほど多い理
由だろうということは，以前からわかっていた。 R.A.フィッシャー， J.B.S.
ホー ルデン， W.D.ハミルトンが明らかにしたことは， 他の近縁種ー兄弟姉
妹，甥，姪，いとこーにも同じことがいえるということである。（日高他訳， p,
144)」。 Dawkinsの「利己的遺伝子」の考えによれば，個体は遺伝子から見れば
そのコピーを将来に伝達するための生存機械にすぎず，個体の血縁者に対する
利他的行動も，血縁個体の繁殖を通じてその遺伝子の生存確率を高めることに
より自然洵汰によって広がることになる。この過程を血縁淘汰 (kinselection) 
とよび，それは血縁者が同一の遺伝子を共有する確率の高いことと包括適応度
を増大させようとする遺伝子の利己的な性向に基づいている 18)0 
血縁度は普通 (2倍体）の場合，親と子，兄と弟の間ではそれぞれ 2分の 1で
トは，子供3人の家族数が今後どうなるかということにある。
17)巌佐 (1990)参照。
18)血縁淘汰の考えは， Hamilton(1964), Maynard Smith (1964)によって明らかにさ
れた。
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ある。 したがって，「親子関係が兄弟姉妹関係にくらべて遺伝的に特別なこと
はなにもない（日高他訳， p.149)」。とすると包括適応度説によれば，本人以外
に2人のきょうだいを持つ場合には，子供2人を持つことと同じ確率で自己の
遺伝子の保存が可能となるので，自分以外に 1人しかきょうだいのいない場合
あるいはひとりっこの場合に比べて子供を持つことに対する本能的欲求が弱化
し完結出生力の低下に帰結する可能性があるのではないかと想像される。もち
ろん，動物行動学を人間にあてはめて論じることに関しては十分に慎重でなけ
ればならないが，きょうだい数と出生力の関係に関するひとつの可能性として
考慮する価値はあるであろう。
きょうだい数の出生力に対する影響に関しては，前述のように，この他にも
妊学力の遺伝によって高い出生力の親の子供の出生力も高くなる傾向などが昔
から指摘されている。実際の出生力は必ずしも妊学力そのままを反映するもの
でないことは明らかであるから，妊学力の遺伝の他に環境の影響なども出生意
欲の形成，出生抑制の効率などをとおして世代間出生力正相関には貢献してい
るであろう。この世代間出生力正相関説によれば，本人以外のきょうだいが2
人以上いる場合の方がそれより少ない場合よりも完結出生力の高くなる傾向が
見られるであろう。
また，一方では次のような可能性も考えられる。ひとりっこで育ったものは
その幼少期からの寂しさゆえに子供を持つことに対する意欲が大きいというこ
ともありうるのではないだろうか。 このいわば「ひとりっこ反動説」によれ
ば，ひとりっこの完結出生力はその他の場合に比べて以外に大きいと予想され
る。
結婚コウホート
本稿の分析では，「1961年以前の結婚コウホート」，「1962-1966年結婚コウ
ホー ト」，「1967-1972年結婚コウホート」の 3コウホートを対象とする19)。本
19)それ以降の結婚コウホートが対象となっていない理由についてはすぐあとのデークの
節で述べる。
181 
1190 関西大學「親清論集」第42巻第6号 (1993年3月）
稿の分析対象となっている1961年以前の結婚コウホートのうち93彩は1950年代
以降に結婚している。よって， 1950年代の出生力転換完成期に結婚した彼らの
完結出生力は1962-1966年結婚コウホートのそれとは大して異ならないのでは
ないかと予想される。
一方，「1962-1966年結婚コウホート」と「1967-1972年結婚コウホート」
の間には，第 1子の出生タイミングに差のあることはすでに明らかとなってい
るが20), 完結出生力についてはどうであろうか?Cignoモデルに従えば， 第
1子出生タイミングの早期化は BMの増加を生じさせ，完結出生力の増大につ
ながる可能性を示唆する。しかし， 1960年代後半以降，少ない子供を結婚後短
期の間に生み終えるといういわゆる bunchedbirth patternが普及したのは
子供に対する期待投資額が増大したからであるとすれば， BMの増大と同時に
IMの増加も生じているはずであり， それは結婚後前半における出生率低下を
促進し， BM増大による完結出生力増加を相殺するか，あるいはそれを上回っ
て完結出生力低下を導く，と Cignoモデルから予想されるであろう。
結婚年齢
いうまでもなく，結婚年齢の上昇は高齢出産忌避のためにあるいは妊学力減
退のために大きく完結出生力を低下させるはずである。したがって，その他の
独立変数の効果から結婚年齢の影響を分離するためにもこれを統制することが
必要である。
2.2 データと分析方法
累積出生子供数に関する多変量解析の方法としては， Cignaand Ermisch 
(1989)と同様に，連続する潜在的な出生力ともいうべき変数21)を従属変数とす
る。出生子供数は明らかに連続変数ではなく離散変数であるので，出生子供数
そのものを従属変数としてあたかも連続変数のように扱う（従来の出生力研究は
20)大谷 (1991c)参照。
21) Cigno and Ermisch (1989)はそれを familysize indicatorと名付けている。
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ほとんどこれに属するが）よりも， Cignoらの方法が理にかなっているといえる。
順位付けられたカテゴリーを持つ変数を従属変数とする分析方法には次の順位
反応モデル(Maddala,1983 : 46)がある。
Yげ=P'ax+ua
ここで，ぬ＊は結婚 d年目終了時点における潜在累稜出生力変数， Xは一組の
ある夫婦の属性ベクトルであり， Paはその係数ベクト）レ， UaIま残差を表すラ
ンダム変数である。潜在変数ぬ＊に対して実際の結婚 d年目における累積子
供数辺は次のように定義される。
Yげ＜肛，o→Ya=O 
μd,j-1:5: 咋＊く肛，i→凶=j (j=l,2,3,4) 
胆，4:5:Yげ→ぬ=5,
ここで用いられるデータでは，第 5子の出生年月までが詳らかになっている
ので，累稼出生子供数5人以上はひとつのカテゴリーとして扱われる。加の
分布関数を FCua)によって表すと， Ya=jである確率は
Pr(Ya= j) =F(μa,i-/11 ax)-F(μaふ 1-P'ax) (j=l,2,3,4) 
如が標準正規分布に従うとすれば orderedprobit modelとなり，ロジステ
ィック分布に従うとすれば orderedlogit modelとなる。ここでは SASの
LOGISTプロシージャを用いて orderedlogit model分析を行なうことにす
る。よって，
F(μa,; -P'ax) = exp(μa,; ―P'ax) l+exp(μd,; ―P'ax) 
となる。また，後述の分析では μd,o=Oと固定されている。
期待累積出生子供数は
5 
E(Y. 心 =~j• Pr(Yd=j) 
i-o 
と表される。出生テンボについての検証は本稿では図によって行なうことにす
る。完結出生力の大きさを統制して，出生率低下のテンポが早いか遅いかを判
断するために期待累積出生割合 ER辺を次のように定義する。
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ERYd= 
E(Yd) 
E(Y1s) 
出生テンポの大きい時には，期待累積出生割合の増加スピードがそれだけ大き
く，より早く 1に近づく。
本稿で利用されるデークは厚生省人口問題研究所による第 7次，第 8次，第
9次出産力調査の統合デークである。用いられる測定値は，ひとつは実際の累
積出生子供数であり，その他に予定子供数も扱われる。結婚持続期間別の累積
出生子供数は現実の出生力実現過程そのものを表している。この統合データセ
ットの結果によれば，結婚後15年以降に出生を経験する者の割合は 1.6%にす
ぎないことを考慮して，結婚後満15年目における累積出生子供数をもって完結
出生力を表すものと考えることにする。第9次出産力調査実施時において結婚
後15年を経過している夫婦は， 1972年5月までに結婚している夫婦であり，そ
れ以降に結婚した夫婦は分析対象からはずされた。また，先にのべた予想に示
したように，結婚当初の妻の就業状態を独立変数として用いたいので，その情
報を欠いている第8次調査のデータは累積出生子供数の分析からは除かれてい
る22)。
BMについては注5)で述ぺたように，結婚後21カ月目の累積出生子供数に
よって測定し orderedlogit modelが適用される。
本稿では，累積出生子供数の他に出生意欲を示す指標として予定子供数も取
り上げることにする。予定子供数は， 「あなたがたご夫婦は全部で何人のお子
さんを持つおつもりでしょうか？」という質問に対する解答であり，現実的な
社会経済的条件を考慮した上での出生意欲を示すものと考えられる。
22)結婚持続期間の短い夫婦に関しては第8次調査のデータについても調査時点における
妻の就業状態を以って妻の結婚初期における就業状態とすることもできるが，第8次
調査が行われたのは1982年であり，その調査客体で1972年5月までに結婚したものは
すでに結婚後10年以上経過しておりそのような変数の代替は適当でない。なお，後述
の予定子供数の分析においては，そこで述べる理由によって結婚持続期間 5年末満に
限られるため第8次調査のデークも分析対象となっている。
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出生過程をほぼ終えた結婚持続期間の長い夫婦においては，現実の累積出生
子供数と予定子供数の差から生ずる認知的不協和23)によって，両者の相関が見
かけ上高くなっている可能性がある。したがって，調査時点における妻の年齢
を35歳未満に限定する。また，先に述べたCignaモデルは結婚時における属
性によって出生意欲が決まることを前提としているので，結婚後それほど長く
時間の経過していない夫婦の出生意欲を問題にする必要がある。よって，結婚
持続期間 5年未満の夫婦に限定する。第 7次，第8次，第9次調査を用いて，
このように限定された夫婦を対象にして出生意欲に関する分析を行なう。分析
方法は，累積出生子供数の場合と同じく，潜在的な連続変数の出生意欲を仮定
して orderedlogit modelを用いる。なお，予定子供数に関する分析におい
ては，夫の職業，妻の就業状態などは調査時点の属性が利用される。
2.3 結果と考察
表3に結婚後満15年目における累積出生子供数（完結出生力）に関するordered
logit model分析の結果を示す。 また， 表4に BMについて，表5に結婚後
5年未満の夫婦の予定子供数についてのそれぞれ orderedlogit model分析
結果を掲載した。
妻の学歴
「高校卒」をレファレンスカテゴリーとする場合，妻の学歴による統計的有
意差は 5彩水準においてもない。ただし，「4年制大学卒」では期待された方
23) Festinger (1957)によれば， 論理的に不一致（不協和）な認知Aと認知Bを所持す
る人においては，ある種の嫌悪的情動(aversiveinternal drive)が働きその両者の
認知が協和する方向に認知が変化するという。 Festingerは，認知的不協和がある場
合にはより抵抗力の小さい方の認知が変化するとした。たとえば，子供1人だけを持
とうという結婚当初の予定は3人というその後の現実の子供数とは認知的に不協和で
ある。現実の子供数は変えようがないので，予定子供数が現実に合わせて変化するこ
とが予想される。出生意欲と現実の子供数との関係について詳しくは， Otani(1987) 
参照。
185 
1194 闊西大學「純清論集」第42巻第6号 (1993年3月）
表3 完結出生力（結婚後満15年目における累積出生子供数）に関する
ordered logit model分析
変 数
I平均値 fl 実測値期待値
妻in知iの中4学年d“歴校制大い学卒・ -
嗜パ呆専底粟かー主ら．、采婦．トl子出生までの妻の幻靭零
夫農短の4学窄午歴制・i人専学・卒・専修卒
結婚236時室室,4以の,部上下5室屋t数
結婚同嵐居後し たの親との同別居
なかったt
結婚見恋形合愛結態婚t 
社会A移動b
Bt 
妻きょうだい数
ひとりっこ
2 人上t 
3人以
結191婚629671年-以1年97前呼 1 
妻の結婚年齢
*** P<O. 001 ** P<O. OJ, * P<O. 05 
6.226*** 
0.410 0.071 
0.076 -0. 005 
0.022 0.238 
0.074 -0. 041 
0.192 0.279*** 
0.374 0.075 
0.384 0.207** 
0.077 -0.122 
0.151 0.059 
0.395 0.051 
0.164 0.113 
0.367 0.442*** 
0.464 0.070 
0.460 -0. 043 
0.031 0.234 
0.861 0.049 
0.507 -0.168* 
0.287 -0.140 
23.2 -0.134*** 
μ戸1.503 
μ2=4. 279 
必=6.415
山 =8.173
N=6 162 
が(19)=424. 68*** 
2.33 
2.18 
2.14 
2.18 
2.13 
2.15 
2.41 
2.21 
2.34 
2.19 
2.12 
2.15 
2.16 
2.25 
2.41 
2.41 
2.13 
2.27 
2.20 
2.22 
2.26 
2.38 
2.14 
2.24 
2.28 
2.26 
2.15 
tレファレンスカテゴリー
“ひとりも子供のいない者については結婚から調査時点までの就業状態
b定義については本文参照。
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2.03 
2.01 
2.00 
2.10 
2.01 
1. 99 
2.12 
2.04 
2.09 
2.01 
1. 96 
2.03 
2.01 
2.03 
2.05 
2.18 
2.01 
2.03 
2.01 
1. 99 
2.01 
2.10 
2.01 
2.03 
1. 94 
2.01 
1. 95 
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表4 BM (結婚後21カ月目における累積出生子供数）に関する
ordered logit model分析
1195 
変 数
I 平均値 I 実測値 1期暉/3 
妻int鰐の4hl年学は●歴椎払］ぷ大学卒． 専紐
結雙パ吊かーら勤第トt 1子出生までの妻の就業状態a
家専族業主従業婦
夫訊短の4学大年お歴胡・高人ぶ専ナ｀、牛・ 専修卒
結紺23s 時室l.4以の,部下上5 屋室t 数
結婚同直居後し たの親との同別居
なかったt
結婚見恋形合愛結態婚t 
社会A移動b
Bt 
妻きょうだい数
ひとりっこ
2 以人上t 3人
結1婚9696271年-以196切前9眸年t 
妻の結婚年齢
*** P<O. 001, ** P<O. 01, * P<O. 05 
tレファレンスカテゴリー
0.356 
0.091 
0.031 
0.069 
0.148 
0.411 
0.340 
0.066 
0.173 
0.394 
0.160 
0.314 
0.431 
0.438 
0.030 
0.845 
0.276 
0.366 
23.6 
-0. 326 
0.067 
0.169* 
0.095 
-0.213** 
0.200*** 
0.392*** 
0.152** 
-0. 020 
-0. 208*** 
0.078 
0.224** 
0.217*** 
0.191*** 
0.053 
0.319** 
0.148** 
-0. 414*** 
0.204*** 
-0. 004 
μ,= 3.582 
μz= 4.528 
必=5. 473 
山=6. 973 
N=ll,309 
が(19)=386. 10*** 
0.61 
0.57 
0.60 
0.56 
0.50 
0.52 
0.65 
0.62 
0.62 
0.58 
0.59 
0.54 
0.55 
0.59 
0.67 
0.64 
0.56 
0.62 
0.57 
0.60 
0.58 
0.69 
0.55 
0.59 
0.50 
0.61 
0.64 
“ひとりも子供のいない者については結婚から調査時点までの就業状態
b定義については本文参照。
0.44 
0.42 
0.47 
0.45 
0.42 
0.37 
0.48 
0.53 
0.46 
0.42 
0.42 
0.37 
0.42 
0.44 
0.48 
0.48 
0.42 
0.47 
0.42 
0.44 
0.42 
0.51 
0.42 
0.46 
0.32 
0.42 
0.48 
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表5 予定子供数に関する orderedlogit model分析
変 数
平均値
??
実測値 I期待値
intercept 
妻の学歴
訊悶
短大・高専・専修卒
4年制大学卒
調査時点における妻の就業状態
常勤t
パート
家族従業
専業主婦
夫の学歴
儡繁翠t
短大・高専・専修卒
4年制大学卒
部屋数
2室以下t
3,4,5室
6室以上
結婚直後の親との同別居
同居した
同居しなかったt
結婚形態
見合結婚
恋愛結婚t
社会移動“
合t
妻きょうだい数
ひとりっこ
2 人t
3人以上
結婚年
1972-1976年
1977-1981年t
1982-1987年
妻の結婚年齢
5.739*** 
??????
•••• 
???????． ． ． ． ???????〇~o:0i? ? ?
． ． ?
゜~00
?????????????． ． ． ． ??????????＿ ＿?????000~ 
0.134 -0. 010 2.19 2. 09 
2. 20 2.10 
0.111 0. 022 2. 25 2.10 
0. 308 -0. 042 2.19 2. 08 
????
••• 
?????
••• 
?
???????． ． ????? ?． ． ??
0. 281 I 0. 393***1 2. 34 I 2. 23 
2.16 2.10 
0. 277 I 0. 049 I 2.21 I 2. 11 
2. 20 2.10 
0.460 o. 110 I 2.22 2.13 
2.18 2.10 
0. 043 0. 413** 2. 32 2. 23 
2.19 2.10 
0. 650 0. 198** 2. 20 2. 16 □三［喜!『}
μ1= 2. 310 
μ2= 5. 276 
ぬ=8.452 
μ戸10.562
N= 4,275 
が(19)= 201. 69*** 
*** P<O. 001, ** P<O. 01, * P<O. 05 
tレファレンスカテゴリー
“定義については本文参照。
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図1 属性別，結婚持続期間別，期待累積出生割合
a. 妻の学歴
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b. 妻の就業状態
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C. 夫の学歴
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d. 結婚直後親との同別居
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e. 結婚形態
1 
0.9 
0.8 
l ／ 
期待 0 . 7 
開祟 0 . 6 
o.~t I 見合
生割合 0 .4
------恋愛
0.3 
0.2 
0.1 
1゜ 
3 5 7 ， 11 13 15 
結婚持続期間（年）
f. 結婚コウホート
1 
0.9 
0.8 
0.7 
悶・ヽ 1961年婚以積堂累 0 . 6 ． .-，、:、 前結
0.5 ．.'、、, ------1962-1966 
年結婚
割合 0 . 4 : 、 ・・・・・・・・・・・1967-1972.、
年結婿・i 
0.3 
0.2 
0.1 
1゜ 
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向にバラメータが増大している。実際，属性別の完結出生力を実測値と他の説
明変数を統制した場合の期待値について比較してみると（表324)), 他の変数を
統制しない場合には「中学校卒」の完結出生力が特に高くなっている。しか
し，他の変数を統制した場合の期待値においては，むしろ「4年制大学卒」以
外は類似した値を示しており，「4年制大学卒」が有意差はないとはいえ， 高
くなっているのである。このことは，他の条件を一定とすれば，女子の高学歴
が低出生を招くというステレオタイプの根拠の薄弱なことを示している。
完結出生力についての分析対象者よりも現在に近い結婚コウホートである人
々を対象にした出生意欲の結果を見てみよう（表5)。予定子供数には妻の学歴
による統計的有意差はない。予定子供数においては，「4年制大学卒」は「高
校卒」と比較しても特に高い傾向はない。一方，実際に出生過程を終えたコウ
ホートの BMの値（表4)は「高校卒」を基準にした場合「短大・高専・専修
卒」でやや高くなっている (5%水準）が，「4年制大学卒」との間には差はな
い。
妻の学歴が高い場合には結婚後の出生のテンボが遅れると予想されていた。
そこで，次に出生テンポに関する比較を行なうために結婚持続期間15年目の完
結出生力を 1とした累積出生割合の期待値(ERむ）を比較してみよう（図 la)。
出生率がより急速に低下する場合，累積出生割合は早い時期にその値が1に近
づく。一方，出生のテンポが遅い，すなわち出生率低下が鈍い場合には累積出
生割合の値は比較的ゆっくりと 1に近づくことになる。予想されたように， 4 
年制大学を卒業している場合，その他の場合に比べて，結婚持続期間4年以降
で累積出生割合の 1からの乖離がより大きく，出生テンポが遅れる傾向のある
ことを示している。ただし，結婚持続期間4年未満においては，出生のテンポ
に妻の学歴による差はほとんどないことが明らかである。
24)表中．実測値は属性別の単純な平均値である。期待値は，当該説明変数以外の変数に
ついてはレファレンスカテゴリーがあてはまると仮定した場合の期待値である。ま
た，結婚年齢は24.5歳と仮定している。
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妻の就業状態
0 を反映するとみられる結婚から第1子出生までの妻の就業状態の完結出生
力に対する影響を検討しよう（表3)。「常勤」をレファレンスカテゴリーとし
た場合，「常勤」と「パート」の間には統計的有意差もまた予想された差の傾
向も見られない。しかし，「常勤」と「専業主婦」の間にも統計的有意差はな
い。予定子供数（表5)についても「常勤」と「専業主婦」の間には差はない。
この結果は，女子が外でフルタイムで働くことは低出生を招くという社会通念
に対して多少なりとも疑問を投げかける。ただし，完結出生力に関しては，出
生段階に伴う妻の就業状態の変化の影響がここでは考慮されていないことに注
意しなければならない。
一方，「家族従業」だけが突出して高い完結出生力を示している。 また， 0
の増大が BMの低下に大きく貢献するかと思われたが，確かに「常勤」の BM
は「家族従業」，「専業主婦」のそれよりかなり低くなっているものの，予想と
反対に「パート」の BMの方が「常勤」のそれより統計的有意に低くなってい
る（表4)。
この「パート」の特殊性を裏付けるように，予定子供数の比較では（表5),
「パート」の値はその他に比べて特に低くなっていることがわかる。その理由
は必ずしもはっきりしないが，パート労働が主として夫の所得を補うために行
なわれることを考えると，あるいは夫の所得の影響がここに現れているのかも
知れない。本研究では夫の所得そのものを把握できていないため（次項で述べ
るように夫の学歴で極めて間接的に代表させてはいるが）はっきりした証拠を示すこ
とは困難であるが，もし「パート」における夫の所得が低いとすれば，彼らは
BMをより小さく見積もるであろう。 その場合，前記Eに記したように，同時
に伍の減少も生ずる可能性がある。
しかし，子供に対する投資額についての期待は高度経済成長期を終えてから
結婚した世代では下方硬直的であると思われるので， IM低下はほとんどなく，
したがってBMの効果が大きく，比較的大きな予定子供数の低下を招いたので
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はないだろうか。高度経済成長以前の結婚コウホートを含む完結出生力分析に
おいては，子供に対する投資額の下方硬直性が弱くんの低下が生じ，「常勤」
と比べて「パート」において BMの低下ほど完結出生力が低下していないとい
う前記の結果もこのように考えると一応説明できる。したがって，出生過程に
ある女子の家計補助的「パート」労働の一層の拡大は，フルタイムの女子雇用
拡大よりも今後の日本の出生力に対して大きな影響力を持ちうることが予想さ
れる。
なお，累積出生割合を見ると（図 lb), 結婚持続期間 7年目ぐらいまで「常
勤」と「パート」の出生テンポはほとんど一致しているのに対し，「常勤」，「パ
ート」より「家族従業」において，そして「家族従業」より「専業主婦」にお
いて出生のタイミングが早くなっていることがわかる。また，結婚持続期間 7
年以降において「常勤」より「パート」で出生テンポの遅れが観察される。そ
のため，「常勤」と「パート」の間の BMの大きな差が出生過程後半に縮小し，
完結出生力ではほとんど差がなくなっていたことは既に見たとおりである。
夫の学歴
学歴によって夫の生涯所得についての期待を把握しようとする試みは余りに
大雑把ではあるが，「高校卒」をレファレンスカテゴリーとした場合（表3),
完結出生力は「中学校卒」において特に大きく， 1 ;lる水準で統計的有意となっ
ている。「高校卒」に比べて「短大・高専・専修卒」でやや低くなってはいる
が統計的有意ではなく， 「高校卒」と「4年制大学卒」の間にはほとんど差は
ない。先に述べたように，完結出生力分析の対象者は高度経済成長期あるいは
それ以前に結婚しており，予定子供数についての場合と異なり， Aの減少がIM
の低下と結び付く可能性も大きいのではないかと考えられる。したがって，そ
の場合には BMの増大，出生率低下テンポの遅れ，完結出生力増加が予想され
たが，「中学校卒」の BMおよび完結出生力の高さはこの予想に符合してい
る。
Aの低下がんの低下を生じさせているとすれば， 学歴の低い方で出生テン
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ポの遅延化が予想されるが，「4年制大学卒」と「中学校卒」の間で出生テン
ポを比較してみると（図 le),確かに「4年制大学卒」の累積出生割合の方がよ
り早く 1に近づき出生率低下がより急速であることがわかる。また，「高校卒」
は両者の中間に位置している。
一方，高度経済成長期以降に結婚した夫婦については，前述のように， Aの
低下と伍の減少の結び付きは弱いと想像されるが，事実この世代の「中学校
卒」の予定子供数は他に比べて大きくはない（表5)。
結婚時の部屋数
完結出生力の結果によると， 「2室以下」をレファレンスカテゴリーとした
場合，部屋数による統計的有意差はない。ただし， 出生過程の経過とともに
住居移転にともなう部屋数変更も当然考えられ，結婚時の部屋数の完結出生力
に対する影響力は希薄化している可能性がある。したがって，結婚当初の出生
率には大きな影響を持ち得ると考えられるが，事実， BMを比較してみると確
かに部屋数の大きいほど BMは大きくなっている。また，予定子供数は，「2
室以下」の場合にその他に比べて統計的有意に小さくなっている。宛結出生
ヵ，予定子供数ともに実測値では「3,4, 5室」と「6室以上」の間に大きな
差があるが，他の変数を統制することによってその差は解消する。
結婚直後の親との同別居
予想されたとおり，完結出生力は結婚直後に親と同居した場合に相当大きく
なる。 BMもやはり親との同居においてかなり高くなっている。また，予定子
供数も「同居」において同じく有意に高い値を示している。出生のテンボを比
較してみると（図 ld),「別居」において結婚後3~6年においてやや出生のテ
ンポが増大している。しかし，全体としては出生テンポの差はほとんどない。
結婚形態
完結出生力，予定子供数ともに「見合結婚」， 「恋愛結婚」の間には差はな
ぃ。しかし，加の値は明らかに「見合結婚」において大きくなっている。こ
のことは，「見合結婚」において結婚持続期間の経過とともに出生率低下のよ
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り大きいこと，すなわち出生テンポの早いことを予想させるが， 実際， 図le
に見るように，「見合」の累積出生割合が「恋愛」よりもやや早く 1に近づき
出生テンポの大きいことを示している。
社会移動
社会移動A, Bの間では完結出生力の差はほとんどなかった。 1972年以降の
結婚コウホートを対象としている予定子供数では5%水準でも統計的有意差は
ないものの，予想された方向に「社会移動A」の期待値が「社会移動B」のそ
れを上回っている。もちろん， この社会移動の分類が Easterlinのいうとこ
ろの相対的経済地位を十分に反映しているかどうかの確証はないので，この結
果だけでは Easterlin仮説の妥当性について云々することはやや無理であろ
?? っ
きょうだい数
きょうだい数による完結出生力の差は統計的には5%水準においても有意で
はなかった。ただし，「ひとりっこ」で特に完結出生力が高くなるような傾向
は見られた。予定子供数では，「ひとりっこ」と「 2人」の間と「2人」と「3
人以上」の間に有意差が認められた。いずれにしてもきょうだい「2人」の場
合にかなり低い値が現れた。包括適応度説によれば，「ひとりっこ」と「 2人」
において「 3人以上」よりも出生力，出生意欲が高まるはずであるから，この
結果からは支持されていない。世代間出生力正相関説では「ひとりっこ」の出
生力，出生意欲は「 2人」あるいは「 3人以上」のそれより低くなる傾向が予
測されるが，そのような結果とはなっていない。
確かに，「2人」と「 3人以上」の間には， 予定子供数については世代間出
生力正相関説によって予想された有意差があり，また，両者間の完結出生力に
も予想された方向の差が若干ではあるが観察されている。したがって，部分的
には世代間出生力正相関説も妥当性があると思われる。一方，「ひとりっこ」
の意外に高い出生力，出生意欲は， 「ひとりっこ」で育った妻による「ひとり
っこ」忌避傾向の現れであるかもしれない。すなわち，ひとりっこ反動説を支
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持する結果も得られている。
BMを比較してみると（表4),「ひとりっこ」，「 3人以上」に比べて「2人」
において有意に低くなっている。世代間出生力正相関説によれば，「3人以上」
に比べて「2人」の BMが小さいということは予想通りであるが，「ひとりっ
こ」の BMの高さは「ひとりっこ」において早く子供を持ちたいという要求
趾が特に大きくなっていること，すなわち，ひとりっこ反動説の妥当性を支
持している。
結婚コウホート
結婚コウホート別の完結出生力は，他の変数を統制していない場合には「1961
年以前結婚コウホート」で最も高く次第に減少する結果となっている（表3)。
しかし，他の変数をコントロールした場合には，「1962-1966年結婚コウホー
ト」に比べて「1961年以前結婚コウホート」では完結出生力が統計的有意に小
さくなっている。このことは， 1961年以前の結婚コウホートにおける完結出生
力実測値の高さが，コウホート以外の属性割合の違いに由来していたことを示
している。なお，予定子供数は「1972-1976年結婚コウホート」でかなり低く
なっているがこれは石油ショックの影薯かとも思われる25)0 
・函の値を比較してみると， (1)1962-1966年結婚コウホートに比べて1961年
以前結婚コウホートではかなり小さくなっており， (2)1967-1972年結婚コウホ
ートでは統計的有意に高くなっている。すでに大谷 (1991b)が明らかにしたよ
うに， 1960年代後半に第 1子，第2子，第3子の出生クイミングが早期化し
た。したがって， (2)の結果は既知の第 1子出生タイミングの早期化を裏付けて
いる。また， (1)の結果は1960年代前半の結婚コウホートにおいてもそれ以前の
結婚コウホートに比べて出生タイミング早期化が生じていたことを示してい
る。累積出生割合によって出生タイミングを比較してみると，「1967-1972年
結婚コウホート」における出生率低下テンポの増大， すなわち出生テンポの
25)このコウホートの大部分は第9次出産力調査時点でも結婚後15年末満であったので，
実際に完結出生力が低下したかどうかは定かではない。
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増加がそれ以前の結婚コウホートに比べて明らかである（図 lf)。また， BMの
比較からも明らかなように， 「1962-1966年結婚コウホート」の出生テンボは
「1961年以前結婚コウホート」のそれよりも早くなっている。
このような出生テンポの増大が1960年代の結婚コウホートにおいて生じた理
由をCignoモデルによって考えれば， それは，高度経済成長期を体験する過
程で教育の価値が飛躍的に増大し，子供に対する投資額 IMが増加したことに
よるところが大きいと思われる。前述のように， IMの増大は出生テンポを早
めるとともに BMの減少を生じさせると予想される。したがって，んの増大
は必然的に完結出生力を減少させることになるが，これも前述のように，完結
出生力が位を下回る危険が大きくなると BMを増大させてなんとか HRを
確保しようという傾向が強まると思われる。そのために IMの増大と BMの増
加が併存し，「1962-1966年結婚コウホート」と「1967-1972年結婚コウホー
ト」の間に完結出生力ば減少玉員向にあるものの有意差は生じなかったのであろ
ぅ。「1961年以前結婚コウホート」と「1962-1966年結婚コウホート」の間に
完結出生力の若干の増大が生じた理由としては，栄挫状態の改善，，公衆衛生の
向上などによって妊卒力が上昇したことによる部分が大きいと想像される。
3. 要約
本稿では，出生行動過程に関する決定論的な Cignoモデルを， 日本の完結
出生力，出生意欲，パリティに分類する前の全体としての出生テンポについて
検証することを中心に分析を行なった。経済学的な変数以外も甜入し， Cigno
モデルにおける暖昧な点を修正して定式化した。また，きょうだい数の効果に
関しては，「包括適応度説」と出生力の関係についても検討した。
その結果，次のようなことが明らかとなった。
(1) 妻の人的資本の蓄積度を反映すると思われる学歴では，その他の条件が
等しければ，一般にいわれるようには高学歴で完結出生力が低くなることはな
いこと，そして出生率低下テンポが遅くなることがモデルによって予想され確
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認された。
(2) 妻の賃金率を反映すると思われる結婚時における就業状態では，他の条
件が等しければ，一般にいわれるほど「常勤」でも出生力は低くならないので
はないかという予想に合致して「常勤」と「専業主婦」の間に差はなかった。
ただし，出生段階に伴う就業状態の変化の影響は別個に検討する必要がある。
それに対し，「パート」労働者では新しいコウホートでの出生意欲の低さが目
立ち今後の出生力ヘの影響が暗示された。
(3) 夫の学歴が夫の生涯所得を反映する指標として行なった予測では，所得
の低下が最初の子供に対する投資 IMの減少をともなうか否かが鍵であった
が，古いコウホートの完結出生力が「中学校卒」で際立って大きく，新しいコ
ウホートでの予定子供数が「中学校卒」でそれほど大きくはないという結果
は，予想に沿ったものと解釈された。
(4) 結婚直後親と同居した場合，完結出生力，予定子供数，結婚後21カ月目
の累積子供数ともにかなり高くなった。しかし，別居の場合と比べて出生テン
ポに差はない。
(5) 「見合結婚」では，予想されたように，子供を早く持ちたいという動機
付けに基づく行動が確認されたが，出生率低下テンポが速く，完結出生力には
「恋愛結婚」との間に差はなく，また予定子供数の差もなかった。きょうだい
数では，「ひとりっこ」での出生意欲が大きく， 包括適応度説よりもひとりっ
こ反動説を支持する結果があり，また，「2人」と「3人以上」の比較では，「2
人」における出生意欲の低さからやや世代間出生力正相関説を支持する結果が
出た。
(6) 他の変数を統制すると「1961年以前の結婚コウホート」で「1962-1966
年結婚コウホート」に比べて完結出生力の低いことが示され，粗データにおけ
る高い出生力の値が多分に属性別構成割合の差によることが示唆された。実際
に完結出生力の低下に帰結したかどうかは本データからは定かではないが，石
油ショックの影響のためか「1972-1976年結婚コウホート」での予定子供数の
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低さが目立った。
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